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介護職員初任者研修事業に関する学則

特定非営利活動法人福祉サポートセンターさわやか愛知

第 １ 章 総 則

（名 称）

第１条 本法人は、福祉サポートセンターさわやか愛知（以下「本法人」）と称する。

（開講の目的）

第２条

１．本法人は、「ふれあい社会づくり」の設立精神に基き、実学を重んじた教育訓練を施し、

以て高齢社会に有為な人材を養成することを目的とする。

２．高齢者の増大かつ多様化するニーズに対応した介護サービスを提供するために、必要とされる

知識・態度・技能を有する介護員の養成をはかり、地域福祉の推進に寄与するための実践的な

人材の育成を目的とする。

３．介護福祉士に至る養成体系をふまえ、今後の介護人材のキャリアパス形成に助力するとともに

周辺地域の介護サービスのより一層の充実を目的とする。

（研修の課程及び名称）

第３条 本法人は、第２条の目的を達成するため次の講座を設置する。

課程：「介護職員初任者研修課程」

名称：「介護職員初任者研修課程」(通信形式 4月コース)

「介護職員初任者研修課程」(通信形式 5月コース)

「介護職員初任者研修課程」(通信形式 10 月コース)

「介護職員初任者研修課程」(通信形式 1月コース)

（実施場所）

第４条 本法人は、前条の講座を実施するための施設を以下のとおり準備する。

講義・演習 特定非営利活動法人

福祉サポートセンターさわやか愛知

（大府市共栄町二丁目 420―１）

第 ２ 章 組 織
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（研修カリキュラムおよび担当講師）

第５条 詳細は別紙 1のとおりとする。

第 ３ 章 研 修

（研修概要）

第６条 講座の研修内容および定員は次のとおりとする。

「介護職員初任者養成研修課程」

介護に携わる者が、業務を遂行する上で最低限の知識・技術とそれを実践する際の考え方の

プロセスを身につけ、基本的な介護業務を行うことができるようにする。

また、定員は 20 名とする。

（研修期間）

第７条 講座の研修期間は次のとおりとする。ただし、都合により変更する場合がある

名称 研修期間 募集開始予定日

通信形式 4月コース 2020 年 4 月 14 日 ～ 2020 年 6 月 9日迄 2020 年 3 月 17 日

通信形式 5月コース 2020 年 5 月 9日 ～ 2020 年 7 月 11 日迄 2020 年 3 月 17 日

通信形式 10 月コース 2020 年 10 月 27 日 ～ 2020 年 12 月 17 日迄 2020 年 3 月 17 日

通信形式 1月コース 2021 年 1 月 16 日 ～ 2021 年 3 月 6日迄 2020 年 3 月 17 日

（カリキュラム及び使用する教材）

第８条 講座の教科名および時間数は、第１０条のとおりとする。

教材は以下のものを使用する。

通信形式「介護職員初任者研修テキスト 株式会社ＱＯＬサービス」 (本体：3,000 円＋税）

第 ４ 章 教 科 履 修 方 法

（履修方法）

第９条 指定された科目を修了し、「修了時の評価ポイント」に沿った十分な習得度に達しなければなら

ない。

（修了に必要な単位数）

第１０条 介護職員初任者研修課程を修了するに必要な教科および時間数は次のとおりとする。

教 科 内 容 時間数

１、職務の理解 ６

２、介護における尊厳の保持・自立支援 ９
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３、介護の基本 ６

４、介護・福祉サービスの理解と医療の連携 ９

５、介護におけるコミュニケーション技術 ６

６、老化の理解 ６

７、認知症の理解 ６

８、障害の理解 ３

９、こころとからだのしくみと生活支援技術 ７５

１０、振り返り ４

（通信による実施方法）

第１１条 通信による場合の実施方法は、以下のとおりである。

（１） 学習方法

ａ．厚生労働省基準カリキュラムの内、講義 8科目を通信添削による自宅学習とする。

ｂ．講義１０科目１３０時間の内、８９.５時間以上を面接指導（スクーリング）とする。

ｃ．通信添削の学習課題（レポート）は講義８科目を網羅するもので、添削課題は入講日に配布し、7

回目の講義の日までに提出する。

ｄ．採点後の返却は 9回目の講義の日とする。

（２）評価の方法

ａ．提出されたレポートは、担当講師により評価し、8割以上の正解を合格点とする。

ｂ．合格に達しなかった場合は、再提出を課す。

（３）個別学習への対応

ａ．開講式等で、通信による自宅学習の方法を説明する。

ｂ．テキスト並びに学習課題に対する質問は質問シートで受ける。

ｃ．学習方法に対する相談は、電話・ファックス・ Eメール等で対応する。

（４）面接指導（スクーリング）での個別対応

教 科 内 容 時間数

１、職務の理解 6

２、介護における尊厳の保持・自立支援 1.5

３、介護の基本 3

４、介護・福祉サービスの理解と医療の連携 1.5

５、介護におけるコミュニケーション技術 3

６、老化の理解 3

７、認知症の理解 3
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８、障害の理解 1.5

９、こころとからだのしくみと生活支援技術 63

１０、振り返り ４

計 89.5

ａ．受講初日等で、スクーリングに対する注意等を説明する。

ｂ．前項のほか、必要に応じて通信課題の学習方法および学習内容に関する指導を実施する。また、

随時電話等でも対応する。

C．通信添削の学習課題の解説についても面接指導の時間内で触れることとする。

第 ５ 章 受 講 ・ 取 り 消 し

（受講資格）

第１２条 本法人の介護職員初任者研修を受講することのできる者は、在宅・施設を問わず介護業務

に従事しようとするものまたは介護を学習・習得しようとするものとする。

（受講手続）

第１３条 受講手続きは次のとおりとする。

(１) 受付期間
募集開始日から研修開始前日の間とする。

(２) 申込方法
所定の受講申込書に必要事項を記入の上、本法人へ申込む。後日、本法人からの受講確定の
連絡後に、下記に受講料を振込む。

＜振込先＞ 三菱東京ＵＦＪ銀行 大府支店 普通預金 １６３０２６１
特定非営利活動法人 福祉サポートセンターさわやか愛知

愛知県大府市共栄町二丁目４２０‐１

（受講料）
第１４条 受講料は以下のとおりとする。

・介護職員初任者研修（通信形式）４８，０００円（テキスト代・税別）ただし、カリキュラム
の時間数に含まれないが、運営上において、特別な費用が発生する場合は、事前に受講生に告知
し別途徴収することがある。納付方法は、銀行振込または持参により現金払いとする。また納付
期限は受講開始前の指定日までとする。

(注１)平成 30 年 4 月生から適用する。
(注２)受講料分割希望の場合は相談の上、別途申請書類を提出のこと。
(注３)受講開始後のキャンセル等には所定の事務手数料がかかるものとする。

（受講の取り消し）
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第１５条 講座運営責任者は、教育上必要があると認めるときは、懲戒を加えることができる。

また、次の各号の一に該当する者には、受講を取り消すことができる。

（１）性行不良で改善の見込みがないと認められる者。

（２）学習意欲が著しく欠け、成業の見込みがないと認められる者。

（３）本法人の指導方針に反し、本法人の秩序を著しく乱した者。

（４）施設または什器・備品等を故意に破損した者。

（研修の延期・中止等）

第１６条 本法人の講座において延期・中止等の不慮の事態が発生した場合、次のような対応をするも

のとする。

（１）講座延期の場合は、本法人の新たなる講座の日程を示し、開講するものとする。但し、日程

等により受講が困難と思われる場合、受講生の申し出により受講料を全額返金するものとす

る。

（２）講座中止（事業廃止等による講座途中での中止の場合も含む）の場合は受講料を全額返金す

るものとする。また、他教育機関を紹介する等研修の継続、修了に最大限の努力をはらうも

のとする。

（３） 出願状況によっては不開講となる場合があり、また開催月が変更になることがあるが受講生

の申し出により受講料を全額返金するものとする。

（苦情等に対する対応等）

第１７条 苦情処理のための窓口を事務所に設け対応にあたるものとし、責任者は本法人理事長とする。

第 ６ 章 修 了 の 要 件 及 び 認 定

（研修修了の認定方法及び免除科目）

第１８条 認定は、全ての講習教科を欠席なく履修するとともに、講義内容の理解度や実技・演習の習得

状況を課題やレポートの提出等により審査し、最終段階での試験等による修了評価で認定の可

否を判定する。

介護職員としての実務経験を有する者で履修済みと認めるに足る知識・技術を有する場合は、

研修課程の一部を免除することができる。なお、科目免除の取扱いについては、別紙２のとお

りとする。

（成 績）

第１９条 成績の評価は、Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄの４種類とし、Ａ・Ｂ・Ｃを合格、Ｄを不合格とする。

認定基準は以下のとおりとする。

100 点満点中、Ａ＝90 点以上・Ｂ＝80～89 点・Ｃ＝70～79 点・Ｄ＝70点未満。
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（修了証書等の交付）

第２０条 合格（認定）者には、介護職員初任者研修の修了証書と修了証明書（携帯用）を交付する。

（補 講）
第２１条 諸般の事情で講習教科を欠席した者に対しては、有料で補講を実施することがある。補講方

法には再度講義を受講する場合と課題レポートにより補講する場合がある。補講する場合は
総研修時間のおおむね 1割までとする。なお、再講義による補講の受講料は１時間につき５
００円とする。

（再評価および科目履修）

第２２条 諸般の事情で認定にかかわる課題・レポート等の提出ができなかった者に対しては、別途有

料（1科目につき 1,000 円）で課題等の再添削を実施することがある。

また第１８条で不合格となった者に対しては、次回の講座において別途有料（1科目につき

1,000 円）で当該科目の履修を認めることができる。

（研修修了者名簿）

第２３条 研修修了者名簿は所轄都道府県知事に提出され、管理される。

(個人情報の取り扱いについて)

第２４条 本法人は研修養成事業運営上、知り得た研修受講者に係る秘密の保持について、十分留意

することとする。また、研修受講者が受講上、知り得た個人の秘密の保持について、受講

者が十分留意するよう指導することとする。

（本人確認について）
第２５条 研修の受講申込受付時または初回の講義時において、受講申込み等を行った者が本人で

あるかどうか等を、公的証明書により確認しその記録・報告を行う。またその際、研修受
講者の負担が過度にならないよう留意・配慮する。

附則
この学則は平成 30 年 4 月 1日より施行する。

以上


